
【経営基本情報】

団体名：

○ 団体の基本情報

円 31.0 ％

○ 主な事業内容

(単位：千円)

事業名

(1) 産業廃棄物処理(最終処分）事業

全事業合計に占める割合

(2) 廃棄物処理ｾﾝﾀｰ事業

全事業合計に占める割合

(3) 環境分析事業

全事業合計に占める割合

(4) (1)～(3)以外の事業

全事業合計に占める割合

全事業合計

全事業合計に占める割合

[事業の概要]

(1)

(2)

(3)

(4)

常勤役員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 1 人 H19平均年齢
※
： － 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人 H19平均年収
※
：

常勤正規職員 人 人 人

うち、県退職者 0 人 0 人 0 人 H19平均年齢
※
： 48.3 歳

うち、県派遣 1 人 1 人 1 人 H19平均年収
※
： 7,535 千円

その他職員 人 人 人

うち、県退職者 1 人 1 人 1 人

593,147

4,426,092

100.0%

410,227

9.3%

9.1%

4,479,632

100.0%

3,758,729

57.9%

1,648,686

25.4%

490,444

7.6%

6,491,006

100.0%

1,105,813

25.0%

2,371,921

53.6%

FAX番号

県所管部等

県出資比率

○役職員の状況

平成17年度 平成18年度 平成19年度

県出資額 48,290,000

常勤専門嘱託員20人
非常勤専門嘱託員14人
人材派遣会社スタッフ21人

財団法人三重県環境保全事業団

備考

民間企業から1名派遣

環境森林部

環境汚染を防止し、生活環境の向上を図るとともに、自然環境を保全等するため、
環境保全事業を通じて県民の健康で文化的な生活の向上に寄与することを目的と
する。

電話番号

代表者

昭和52年9月1日

059-245-7515059-245-7505

理事長 油家 正

平成17年度

55

62 60 58

53 60

500,673

11.2%

3

平成18年度

1,758,629

538,131

12.2%

備考平成19年度

団体の目的

※派遣職員は含まない

水道法に基づく水質等検査、計量証明事業（濃度、音圧レベル、振動加速度レベル）

環境影響調査、自然環境調査等のコンサルティング事業及び環境・品質マネジメントに関する審査登録事業等

39.3%

1,634,181

36.5%

586,149

2 3

役員等の勤務および
報酬等に関する規程

津市河芸町上野３２５８番地

http://www.mec.or.jp

産業廃棄物の埋立最終処分

市町や企業からの委託を受け、ダイオキシン類の無害化等を目的とした一般廃棄物・産業廃棄物の溶融処理

所在地

ＨＰアドレス

設立年月日

13.1%

[事業規模(売上高)]
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団体名

【団体自己評価結果】

比率 評価 比率 評価 比率 評価

80 Ｂ 80 Ｂ 80 Ｂ

80 Ｂ 89 Ｂ 89 Ｂ

82 Ｂ 82 Ｂ 78 Ｂ

43 Ｃ 53 Ｃ 56 Ｃ
A（９０％～１００％）：良好な事象や傾向がみられる B（６０％～８９％）：やや良好な事象や傾向がみられる
C（３０％～５９％）：改善を要する D（０％～２９％）：大いに改善を要する

《団体自己評価コメント》

目 的

経営計画

事 業

経営状況

総括コメント

《団体の達成目標》
●年次事業計画による達成目標
《定性目標》

《定量目標》

数値目標 単位
目標
実績
目標
実績
目標
実績

432,966

財団法人三重県環境保全事業団

事 業

経営状況

平成18年度

目 的

経営計画

19 年度17 年度 18 年度

586,108861,245
439,175単年度黒字額（当期純利益） 637,519

19年度コメント
総合的な環境保全に関する公益法人として、廃棄物の適正処理、大気・水質・土壌等の分析測定及び自
然環境調査などを通じて地域の環境保全に寄与した。

平成19年３月に作成した中期経営計画（平成19～21年度）に基づき進行管理を行った結果、平成19年度
決算において目標としていた債務超過からの脱却を図るとともに、累積赤字を解消した。また、三田最終処
分場の受入量の残余年数が３～４年と逼迫していることから、新最終処分場の平成21年度着工に向け、諸
手続を進めた（平成20年５月設置許可申請書提出）。しかしながら、更に厳しくなる経営環境のなかで中期
経営計画の見直しを含めた事業運営の改善に取り組んでいく必要がある。

市町のゴミ焼却灰のダイオキシン類無害化の溶融処理及び産業廃棄物の最終処分を適切に実施するとと
もに、県民の関心の高い飲み水の安全確保や食品の残留農薬分析等において的確な分析測定を実施し
た。その他、機関紙やホームページ等による情報提供に努めた。

平成19年度

中期経営計画に基づき経営改善に取り組んだ結果、一般会計（分析、調査、審査、最終処分場事業）は約
３億８千万円の当期純利益を計上した。一方、特別会計（廃棄物処理センター溶融処理事業等）において
は、経常損失として約３億８千万円を計上したが、県からの５億円の補助金（市町のゴミ焼却灰の溶融処理
費用の補填）等により約２億円の当期純利益を計上した。
事業団全体としては累積赤字を解消したものの、溶融処理事業における原油高騰や社会経済情勢の変化
による企業廃棄物の受入量の減少、分析事業における民間との競争激化による受注価格の低下などが経
営を圧迫する大きな要因となっており、依然として厳しい状況にある。こうしたことから今後、更なる事業運
営の改善に取り組んでいく必要がある。

平成19年度決算においては債務超過からの脱却はできたが、約２千７百万円の営業損失を計上したこ
と、溶融処理事業が原油高や原材料高などの厳しい経営環境にあること、また分析測定業務においても受
注価格の低下が続いていることなど、依然として厳しい経営状況にある。
さらに、本年12月からスタートする公益法人制度改革にも適切に対応していく必要がある。
こうしたことから、今後、経常損益ベースでの黒字を維持し、再び債務超過に陥らないように、不採算事業
の抜本的な見直し等について、県等と調整のうえ早急に検討していく必要がある。

平成19年度目標

平成19年度実績

平成20年度目標

①債務超過からの脱却 ②経営の安定化（各事業部門の黒字の維持）
③新最終処分場事業において平成21年度の建設工事着工に向けた取組

①、③について達成した。②については達成出来なかった（環境分析事業及び環境調査事業が赤
字）。

①経営の安定化（事業団全体での単年度黒字化の維持）
②新最終処分場事業において平成21年度の建設工事着工に向けた取組

①債務超過からの脱却（平成19年度達成）
②経営の安定化（各事業部門の黒字の維持）
③新最終処分場事業において、平成21年度の建設工事着工に向けた取組。

指標

●中長期計画による達成目標

平成20年度

637,519 千円

0

50

10
0

目 的

経営計画

事 業

経営状況
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団体名

17 年度 18 年度 19 年度

目 的

経営計画 － －

事 業 － －

経営状況 － －

  ＋ ：団体自己評価結果に比べて高く評価（良好な点が認められる）
  － ：団体自己評価結果に比べて低く評価（課題が認められる）
空白：団体自己評価結果と概ね同じ評価

財団法人三重県環境保全事業団

 事業団は、平成19年度決算において全体として約５億９千万円の当期純利益を計上し、中期経営
計画の目標であった債務超過を脱却し、また累積赤字も解消したが、これは中期経営計画による経
営改善が進んでいることとして評価できる。
 しかし、一般会計事業における民間企業との競争激化、また特別会計事業における企業廃棄物の
受入量の減少や原油価格等の高騰により利益率が低下し、事業団全体で約２千７百万円の営業損
失を計上するなど経営状況は依然として厳しい状況にある。
 県としては、今後も事業団に対して一層の経営努力を求めるとともに、一般廃棄物の処理に係る平
成16年度までの累積赤字20億円に対する支援を継続していきたい。

《知事等の総括コメント》

【知事等の審査及び評価結果】

19年度コメント

総合的な環境保全に関する公益法人として、廃棄物の適
正処理、大気・水質・土壌等の分析測定及び自然環境調
査などを通じて地域の環境保全に寄与することにあり、こ
れらの事業に対する社会的ニーズは依然として高い状況
にある。

中期経営計画により経営改善に取り組み、目標であった
債務超過を脱却し、また累積赤字も解消したが、平成19
年度の目標であった各事業部門の黒字の維持について
は達成できなかった。事業団は、厳しい経営環境の中、新
最終処分場の建設や公益法人制度改革への対応等の課
題を抱えており、近いうちに中期経営計画の見直しを行う
ことが望まれる。

一般会計事業は、分析・調査事業が伸び悩んだが、審査
登録事業での新規顧客の獲得や最終処分場事業の順調
な廃棄物の受入れにより約３億８千万円の当期純利益を
計上した。一方で特別会計事業は、社会経済情勢の変化
による企業廃棄物の受入量の伸び悩みや原油価格等の
高騰により約３億８千万円の経常損失を計上した。今後も
経費節減に努めるとともに、当面の課題である新最終処
分場の建設や公益法人制度改革への対応を適切に行っ
ていくことが望まれる。

事業団全体としては、約５億９千万円の当期純利益を計
上し、中期経営計画の目標であった債務超過を脱却し、
累積赤字も解消した。しかし、一般会計事業における民間
企業との競争激化による受注価格の低下や、特別会計事
業における企業廃棄物の受入量の減少、原油価格等の
高騰が経営を圧迫する大きな要因となり、約２千７百万円
の営業損失を計上している。このことから経営状況は依然
として厳しい状況にあり、今後も更なる事業運営の改善に
取り組んでいくことが望まれる。
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